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１　職員の任免及び職員数等に関する状況

（６）公益法人等への派遣の状況
　公益法人等のうち、その業務が町の事務・事業と密接な関連を有し、施策推進を図るため人的援助が必要
なものについて、職員を派遣しています。
　葉山町社会福祉協議会　　　１人　（派遣期間：平成１６年度から）

（１）職員の総数
（各年４月１日現在）

平成１８年平成１９年年　度

２８１人２８２人職 員 数

――＋１増　 減

（３）採用者の状況

平成１７年度平成１８年度職　種

４人１０人一般行政職

１人１人消 防 職

１人１人保 健 師

６人１２人合　 計

（２）年齢別職員数の状況　　　
（平成１９年４月１日現在）

５０代４０代３０代２０代年　齢

８２人９２人７６人３２人職員数

（４）職員の初任給の状況 （平成１９年４月１日現在）

国葉　　山　　町
区　分

高校卒大学卒Ⅱ大学卒Ⅰ高校卒短大卒大学卒

１３８，４００円１７０，２００円１７９，２００円１４８，０００円１７０，２００円１８３，８００円一般行政職

（３）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

技 能 労 務 職一 般 行 政 職
区　分

平 均 年 齢平均給料月額平 均 年 齢平均給料月額

４４歳５月３１２，８００円４３歳１１月３６１，４００円葉 山 町

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

一人あたりの給与費
（Ｂ／Ａ）

給　　　与　　　費職員数
（Ａ）

区　分
計（Ｂ）期末・勤勉手当職員手当給　　料

７，９０１千円
（２，８５３千円）

２，０７０，２８３千円
（１７，１１８千円）

５３０，０３５千円
（３，８２４千円）

４２０，９３６千円
（１，１３１千円）

１，１１９，３１２千円
（１２，１６３千円）

２６２人
（６人）

平成１９年度

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。　２　給与費は当初予算に計上された額です。
　　　３　（　）内は、再任用短時間勤務職員で２６２人には、含みません。

２　町職員の給与等の状況

（１）人件費の状況

（参考）
平成１６年度人件費

人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費（Ｂ）実質収支歳出額（Ａ）住民基本台帳人口区分

２８．２％２８．５％２，７９０，３０８千円４８４，０２７千円９，８０５，７５６千円３２，６３８人平成１７年度

（注）　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。人口は平成１７年４月１日現在

（７）障害者の任用状況
　障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、国、地方公共団体及び企業は、一定割合以上の障害者雇用
に努めることとしています。

平成１７年度　２．１０％平成１８年度　２．１１％法定雇用率　２．１０％

合計自己都合定年職　種

７人２人５人一般行政職

４人３人１人消 防 職

２人―２人技能労務職

１３人５人８人合　 計

（４）退職者の状況 （平成１８年度）

採用者数職　種

７人一般行政職

１人消 防 職

２人技能労務職

１０人合　 計

（５）再任用の状況（平成１８年度）

　再任用とは、高齢者雇用の

ため定年退職者を再雇用する

制度です。
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（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成１９年４月１日現在）

経験年数２０年以上２５年未満経験年数１５年以上２０年未満経験年数１０年以上１５年未満区　　分

３８８，７００円３５１，６００円３０２，０００円大 学 卒

一般行政職 －３１９，９００円２８９，６００円短 大 卒

３６８，７００円３０５，４００円２７６，７００円高 校 卒

内　　　　　　　　　容手当の種類

全地域支給対象地域

地 域 手 当
（平成１９年度予算）

１０％支給率

２８２人支給対象職員数

４４５千円１人あたりの平均支給年額

１４，１００円配偶者

扶養手当（月額）

７，３００円配偶者以外の扶養親族２人まで（１人につき）

１１，６００円配偶者のいない職員の扶養親族のうち1人

６，５００円その他の扶養親族（一人につき）

５，０００円扶養親族のうち１６～２２歳までの子（１人につき）

２９，３００円支給限度額住居手当（月額）

実費相当公共の交通機関利用者
通 勤 手 当

通勤距離に応じて支給交通用具（車・バイク等）利用者

２７８千円職員一人あたりの平均予算年額時間外勤務手当

４１．５％職員に占める手当支給職員の割合

特 殊 勤 務 手 当
４２千円支給対象職員1人あたりの平均支給年額

１４種手当の種類

町税事務従事手当、運転業務手当、変則勤務手当代表的な手当の名称

（６）一般行政職の級別職員数の状況 （平成１９年４月１日現在）

計
８級７級６級５級４級３級２級１級区　　分

部 長課 長課長代理課長補佐・係長主 査主 任主 事主事補標準的な職務内容

１４５人
（４人）

６人２２人５人６１人
２４人
（４人）

１１人９人７人職 員 数

１００％
（１００％）

４．１％１５．２％３．４％４２．１％
１６．６％
（１００％）

７．６％６．２％４．８％構 成 比

１００％３．４％１５．９％４．８％４０．７％２１．４％６．９％４．１％２．８％前 年 構 成 比

（　）内は再任用短時間勤務職員で上段の数は含みません。

（７）職員手当の状況 （平成１８年度支給割合実績）

国葉　山　町区　分

勤勉手当期末手当区　分勤勉手当期末手当区　分

期末勤勉
手　　当

０．７１月１．４月６　月　期０．７２５月１．４月６　月　期

０．７１月１．６月１２　月　期０．７２５月１．６月１２　月　期

１．４２月３．０月計１．４５月３．０月計

職制上の段階、職務の級による加算措置があります職制上の段階、職務の級による加算措置があります

定年・勧奨自己都合区　分定　　年自己都合区　分

退職手当

３０．５５月分２３．５月分勤 続 ２ ０ 年２７．３月分２１．０月分勤 続 ２ ０ 年

４１．３４月分３３．５月分勤 続 ２ ５ 年４２．１２月分３３．７５月分勤 続 ２ ５ 年

５９．２８月分４７．５月分勤 続 ３ ５ 年５９．２８月分４７．５月分勤 続 ３ ５ 年

５９．２８月分５９．２８月分最 高 限 度 額５９．２８月分５９．２８月分最 高 限 度 額

２５，５９１千円１８，４１０千円一人あたり
平均支給額 （前年度に退職した全職種の職員平均額）

※退職手当の支給率は、県内３市１３町１村６一部事務組合で構成する退職手当組合の条例によるものです。
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（８）特別職の報酬等

月　額区　分月　額区　分
９１５，０００円町　 長

特別職給料
４９９，０００円議　 長

議 員 報 酬 ７４０，０００円助　 役４３０，０００円副 議 長
６９９，０００円教 育 長４００，０００円議　 員

（１）苦情処理制度の概要
　職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関する苦情の申出及び相談を公平委員会等に
することができます。

（２）勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況
　職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求することができます。
　平成１８年度　　該当なし

（３）不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況
　職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申し立てをすることができます。
　平成１８年度　　該当なし

７　公平委員会の業務の状況（苦情処理、措置要求、不服申立）
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５　営利企業等従事許可制度の概要
と許可の状況

許可件数
許可した内容

平成１７年度平成１８年度
０件２件大学での講義

０件１件
高 校 部 活 動
で の 指 導

２４件０件国 勢 調 査 員
２４件３件計

　職員は許可を受ければ営利企業等に従事
することができます。

　分限処分とは公務の能率の維持のために行う処分であり、懲戒処分とは公
務員としてふさわしくない非行があった場合に公務員関係の秩序を維持する
ために行う処分です。
①分限処分者 （平成１８年度）

４　職員の分限処分及び懲戒処分の状況

降給休職免職降任処　　分　　事　　由
－－－－勤務実績が良くない場合
－２人－－心身の故障の場合
－－－－職に必要な適格性を欠く場合
－－－－職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合
－－－－刑事事件に関し起訴された場合
－２人－－合　　　　　　　計

②懲戒処分者　　平成１８年度　　該当なし

派遣者数
派遣先 平 成

１７年度
平 成
１８年度

３人２人神奈川県

０人１人後期高齢者医
療広域連合

６　職員研修の状況
○庁内研修
　葉山町が独自で実施する研修で
す。　　　　　　　　（平成１８年度）

受講者数研修名
１２人新 採 用 研 修
２４人接遇能力向上研修
８８人メンタルヘルス研修

○課題別研修
市町村研修センターをはじめとする外部研修機関へ職員を派遣し、さまざまな分野に分け
た専門的な科目を受講する研修です。（平成１８年度）

備　考派遣人数派遣先
マネジメント研修、税務担当職員研修等　計２０科目３９人市町村研修センター
介護保険事務、人件費改革　　　　　　　計２科目２人市町村アカデミー
障害者自立支援法、行政評価システム　　計２科目２人国 際 文 化 研 修 所
保育園現場実習、工事検査、電子納品等　計１２科目２３人そ の 他 研 修 機 関

○課題研究調査事業
　先進的な取り組みに対し、政
策形成並びに事務事業の改善改
革及び推進について調査研究を
行う事業です。（平成１８年度）

人数研修テーマ
２人古墳等の史跡の整備活用
２人まちづくりに対する取り組み
３人ゴ ミ 再 資 源 化
２人税 ・ 料 の 収 納

○県等への職員派遣
　人材育成の取り組みとして
県と市町村の間で職員の交流
を行うほか県内全市町村で組
織する後期高齢者医療広域連
合へ職員を派遣しています。

３　勤務時間その他の勤務条件

（１）職員の勤務時間
　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間
当たり４０時間です。
（２）職員の年次休暇の概要と取得状況
　労働基準法の規定に従い、原則として１年に
２０日の有給休暇が与えられます。

（各年度４月１日から３月３１日）

平成１７年度の平均取得日数平成１８年度の平均取得日数
８．９日９．０日

（４）職員の分限処分及び懲戒処分の状況
　職員が育児をするための休業制度
があり、最長３年間取得することが
できます。

取得者数
区　分

平成１７年度平成１８年度
５人４人育児休業取得者数

区　分
公務以外公 務
１４人０人療養休暇

（３）療養休暇の概要と取得状況
　職員が負傷または疾病のために
勤務できない場合、医師の証明書
等に基づき、療養のために必要最
小限度の期間、勤務することが免
除されます。 （平成１８年度）


